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１．投資による資産形成の現状



運用収益による金融資産の増加 （各国比較）

金融庁 平成２８事務年度金融行政方針

日本は金融資産の
増加割合が少ない



家計金融資産の構成比 （各国比較）

金融庁 平成２８事務年度金融行政方針



投資信託保有者の運用損益

金融庁 投資信託の販売会社における比較可能な共通ＫＰＩを用いた分析 ／ ＫＰＩ （key performance indicators : 重要業績評価指標）

約46%が
損をしている



投資信託の手数料と運用成果

金融庁 投資信託の販売会社における比較可能な共通ＫＰＩを用いた分析

コストが高くてもリターンが
増えるわけではない

コストとは販売手
数料と信託報酬



投資信託の口座開設年と損益

金融庁 投資信託の販売会社における比較可能な共通ＫＰＩを用いた分析

2013～2016年に口座を
開設した人は比較的利益が
出ている



ＴＯＰＩＸ

2017～は株価が高い
→高いときに買ったので利益
が出にくい

一方で2013～2016は株価は
低かったのに約４割に利益が
出ていない



２．ＮＩＳＡ （少額投資非課税制度）



○ＮＩＳＡとは、イギリスのＩＳＡ（Ｉｎｄｉｖｉｄｕａｌ Ｓａｖｉｎｇ Ａｃｃｏｕｎｔ＝
個人貯蓄口座）をモデルにした日本版ＩＳＡです。

○通常、株式や投資信託に投資し、これらを売却して得た利益や
配当金・分配金に対しては約２０％の税金がかかります。

○ＮＩＳＡは、「ＮＩＳＡ口座」内で購入した株式や投資信託から得られる
利益が非課税になる制度です。

○ただし、ＮＩＳＡ口座の利用には、投資可能金額、非課税枠を設定でき
る年、利益が非課税となる期間の制約があります。



金融商品



上場株式等に係る税金



取引口座の開設、税金の選択

取
引
口
座
の

開
設

税
金
に
関
す
る

口
座
の
選
択



ＮＩＳＡ① 種類と概要



ＮＩＳＡ② 投資可能額、投資枠の設定、非課税期間



1年ごとに非課税枠が新規設定
一つのＮＩＳＡ口座の中に
各年の非課税枠ができる



積立ＮＩＳＡ運用の試算 （４０万円、６％、２０年）



一般ＮＩＳＡ運用の試算 （１２０万円、６％、５年）



ＮＩＳＡを利用するときに （注意点など）



３．ＤＣ （確定拠出年金制度）



○ＤＣ（Ｄｅｆｉｎｅｄ Ｃｏｎｔｒｉｂｕｔｉｏｎ Ｐｌａｎ）とは、確定拠出年金法を
根拠とする私的年金制度で日本版４０１ｋともいわれます。

○年金の掛金を会社が負担する企業型ＤＣと、個人が自ら負担する
個人型ＤＣがあり、個人型はiＤeＣo（イデコ）と呼ばれます。

○ＤＣは、①掛金を定期的に拠出し、②加入者自ら運用して増やし、
③原則６０歳以降に年金または一時金で受け取るしくみです。

○運用商品は、銀行等の運営管理機関が専門的知見から選定し、
提示します。 （元本確保型商品と投資信託が提示されます）

○掛金を出す時、運用する時、受取る時に、税制の優遇があります。



年金制度の体系



私的年金制度 （企業年金と個人年金）

（ＤＢ） （ＤＣ）



確定拠出年金と確定給付年金

＊従業員拠出：マッチング拠出といわれる ＊制度提供者：事業主または企業年金基金（プランスポンサー）



ＤＣ（確定拠出年金）のポイント

①貯める
（掛金の拠出）た

②増やす
（管理と運用）

⑤ポータビリティ
（年金資産の持ち運び）

①－１
事業主掛金制度

①－２
マッチング拠出

③もらう
（年金資産の受給）

⑥運営管理機関
（各種手続きの窓口）

④手数料等のコスト ⑦運営管理機関の変更



ＤＣ① 貯める （掛金の拠出）



所得控除の比較 （ＤＣと年金保険）

DCは、拠出時非課税、受給時課税の制度であることに注意が必要



税金還付額の試算 （年１４．４万円積立の場合／累計）



ＤＣ①－１ 中小事業主掛金制度 iDeCo+（イデコプラス）



ＤＣ①－２ マッチング拠出



ＤＣ② 増やす （年金資産の運用）



ＤＣの運用

運用割合変更
（商品の配分変更）

運用商品預替
（スイッチング）



年金資産の管理と運用



ＤＣ運用の試算 （年１４．４万円積立、３％、３５年）



ＤＣ運用の試算 （年１４．４万円積立、６％、３５年）



ＤＣ③ もらう （年金の受給）



ＤＣ④ 手数料等のコスト



ＤＣ⑤ ポータビリティー （年金資産の持ち運び）



ＤＣ⑥ 運営管理機関 （各種手続きの窓口）



ＤＣ⑦ 運営管理機関の変更



iＤeＣoを利用するときに （注意点など）



退職給付の支給原資 （2４万円×３５年×５．５％）

44



退職給付額（退職金・企業年金）の推移

45
データ：厚生労働省 就労条件総合調査



退職給付の対象となる正社員数

46
データ：総務省 平成２６年経済センサス基礎調査



退職金・企業年金制度の沿革



○日本における投資先は現金・預貯金が多くなっています。

○資産を増やす方法として投資信託は身近になってきましたが、
内容をよく理解してから始めることが大切です。

○これからは年金支給額が減ると予想されています。
税制優遇のあるＮＩＳＡとＤＣの特徴を把握して、効率よく運用を
してゆきましょう。



株式会社コンシリウスは

Well-being の実現を支援する

教育・情報サービス企業です。

会社概要

＜社名＞
株式会社コンシリウス ＣＯＮＳＩＬＩＵＳ Ｃｏ., Ltd

＜本社所在地＞
〒951-8053 新潟市中央区川端町3丁目15番地1
ＴＥＬ 025-367-3490
email  welcome@consilius2017.com
website  www.consilius2017.com

＜代表者＞
秋山 光

＜資本金＞
200万円

＜事業の内容＞
金融経済及び資産運用に係る教育事業
セミナー等の企画運営に係る業務
企業年金、個人年金に係るコンサルティング
金融機関の年金業務、証券業務に係るコンサルティング
ファイナンシャルプランニング業務
出版物、映像物の企画制作及び販売
インターネットなどによる各種情報サービス

＊当社は保険や金融商品の販売・仲介は行っていません。
また金融商品取引法に定める投資助言・代理業を行っていません。
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補 足 資 料



金融商品などの手数料



金融商品などの税金

☆確定拠出年金は、 exempt - exempt – tax であることに注意



資産運用のプロセス



ＧＰＩＦの収益率推移

２００１年度１００⇒２０１７年度１７７ （約３．５％）



基本ポートフォリオ（１） ＧＰＩＦ １４年１０月～

各資産クラスのリスク・リターン
各資産間の相関

から構成比率を導き出す

〇想定運用期間 ２５年
〇期待リターン
（ケースＥ）４．５７％
実質ＧＤＰ０．４％、ＣＰＩ１．２％、
実質賃金上昇率１．３％
（ケースＧ）４．０８％
実質ＧＤＰ－０．２％、ＣＰＩ０．９％、
実質賃金上昇率１．０％

〇標準偏差 １２．７５％



基本ポートフォリオ（２） ＧＰＩＦ ベンチマーク

ベンチマーク：市場全体の動きを表す基準指数で、ファンド等の運用成果を評価する際に比較の対象となる



基本ポートフォリオ（３） ＧＰＩＦ 債券のリスク・リターン

国内債券
平均収益率1.69％／年
標準偏差1.82％

外国債券
平均収益率5.06％／年
標準偏差7.92％



基本ポートフォリオ（４） ＧＰＩＦ 株式のリスク・リターン

国内株式
平均収益率6.42％／年
標準偏差25.81％

外国株式
平均収益率8.39％／年
標準偏差23.46％



基本ポートフォリオ（５） ＧＰＩＦ 資産クラス間の相関



ＧＰＩＦ基本ポートフォリオの変化



各国の株式市場時価総額シェア

61



各国の名目ＧＤＰと時価総額のシェア
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